
一般会計等財務書類

（令和４年度決算）

【統一的な基準】

天理市





1 　
天
理
市
で
は
、
こ
れ
ま
で
に
整
備
し
て
き
た
資
産
や
借
入
金
な
ど
の
負
債
と
い
っ
た
ス
ト
ッ

ク
情
報
や
、
行
政
サ
ー
ビ
ス
提
供
の
た
め
に
発
生
し
た
コ
ス
ト
情
報
を
把
握
す
る
た
め
、
平
成

2
0
年
度
決
算
か
ら
、
新
地
方
公
会
計
制
度
に
基
づ
く
財
務
４
表
（
貸
借
対
照
表
・
行
政
コ
ス
ト

計
算
書
・
純
資
産
変
動
計
算
書
・
資
金
収
支
計
算
書
）
を
総
務
省
方
式
改
訂
モ
デ
ル
で
作
成

し
、
公
表
し
て
き
ま
し
た
。
ま
た
、
総
務
省
の
要
請
を
受
け
平
成
2
8
年
度
決
算
よ
り
、
統
一
的

な
基
準
に
基
づ
く
財
務
４
表
を
作
成
し
、
公
表
し
て
お
り
ま
す
。

資
産
・
負
債
（
貸
借
対
照
表
）
に
つ
い
て
前
年
度
と
比
較
し
ま
し
た
。
令
和
4
年
度
に

資
産
が
増
加
し
た
主
な
理
由
は
、
物
品
や
基
金
の
積
立
に
係
る
増
加
分
が
保
有

す
る
固
定
資
産
の
減
価
償
却
を
上
回
っ
た
た
め
で
す
。

統
一
的
な
基
準
に
よ
る
令
和
４
年
度
天
理
市
の
一
般
会
計
等
の
新
し
い
財
務
書
類

前
年
度
比
較

貸
借

対
照

表

資
産

66
3億

円

市
が
所
有
し
て
い
る
財
産
の
内
容
と
金
額
で

す
。
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
能
力
を
表
し
て
い

ま
す
。

(内
訳

)

1
.有

形
固
定
資
産
等

57
5億

円

(道
路
、
公
園
、
学
校
、
庁
舎
な
ど
)

2
.投

資
そ
の
他
の
資
産

38
億
円

(基
金
、
出
資
金
な
ど
)

3
.流

動
資
産

50
億
円

(現
金
預
金
、
財
政
調
整
基
金
、
未
収
金
」
な
ど
）

負
債

26
9
億
円

借
入
金

(地
方
債

)や
将
来
の
職
員
の
退
職
金

な
ど
、
将
来
世
代
の
負
担
で
返
済
し
て
い
く
債

務
で
す
。

純
資
産

39
4
億
円

現
世
代
が
既
に
負
担
し
て
、
支
払
い
が
済
ん

で
い
る
正
味
の
資
産
で
す
。

★
市
民

1人
当
た
り
の
資
産
は

1
07
万
9
千
円
、
負
債
は

4
3万

7
千
円
、
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
は

3
8万

6千
円
に
な
り
ま
す
。

（
＊
R
5.
3.
31
住
民
基
本
台
帳
人
口
6
1,

44
8人

で
算
出
し
て
い
ま
す
。
）

純
資
産
変
動
計
算
書

期
首
(
Ｒ
３
年
度
)
純
資
産
残
高

3
7
5億

円

当
期
変
動
高
(R
4.
4.

1～
R5
.3
.3
1)

19
億
円

(内
訳
)

1．
純
行
政
コ
ス
ト

△
23
7億

円

2．
財
源

(地
方
税
等

)
25

6億
円

期
末
(
Ｒ
４
年
度
末

)純
資
産
残
高

3
9
4億

円

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

経
常
費
用
(A
)

2
4
9億

円

(内
訳

)

1
.人

件
費

52
億
円

(職
員
給
与
、
退
職
手
当
な
ど
)

2
.物

件
費

61
億
円

(物
品
購
入
、
光
熱
水
費
、
修
繕
費
、

減
価
償
却
費
な
ど
)

3
.そ

の
他
の
業
務
費
用

4億
円

(地
方
債
の
利
子
な
ど
)

4
.移

転
費
用

13
2億

円

(社
会
保
障
給
付
や
補
助
金
な
ど
)

経
常
収
益
（
B
）

13
億
円

行
政
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
で
市
民
が
直
接
負
担

す
る
施
設
使
用
料
や
手
数
料
な
ど
で
す
。

臨
時
損
益
（
C
）

△
1
億
円

純
行
政
コ
ス
ト

2
3
7億

円

（
A）

－
（
B
）
-（

C
）

経
常
費
用
か
ら
経
常
収
益
・
臨
時
損
益
を
差

し
引
い
た
純
粋
な
行
政
コ
ス
ト
で
す
。

市
の
行
政
活
動
は
、
福
祉
や
教
育
な
ど
で
の
人

的
サ
ー
ビ
ス
や
給
付
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
な
ど
、
資

産
形
成
に
つ
な
が
ら
な
い
行
政
サ
ー
ビ
ス
が
大
き

な
比
重
を
占
め
て
い
ま
す
。

そ
の
た
め
の
コ
ス
ト
が
い
く
ら
か
か
っ
て
い
る

か
を
整
理
し
た
も
の
が
、
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
で

す
。 令
和
４
年
度
の
市
の

1
年
間
の
純
行
政
コ
ス
ト

総
額
は

2
3

7
億
円
で
、
市
民

1
人
あ
た
り
の
平
均

で
は

3
8
万

6
千
円
で
す
。

資
金
収
支
計
算
書

期
首
(
Ｒ
３
年
度
末

)資
金
残
高 2
1
億
円

当
期
収
支
(R
4
.4
.1
～
R
5.
3.
31
)

▲
3
億
円

(内
訳
)
  
  
  
 
  
  
 
  

1．
業
務
活
動
収
支

2
9億

円

2．
投
資
活
動
収
支

△
2
1億

円
3．

財
務
活
動
収
支

△
1
1億

円

期
末
(
Ｒ
４
年
度
末

)資
金
残
高 1
8
億
円

1
年
間
の
市
の
現
金
の
収
入

(歳
入

)と
支
出

(歳

出
)が
ど
の
よ
う
に
増
減
し
て
い
る
か
を
性
質
別

に
区
分
し
て
整
理
し
た
も
の
が
、
資
金
収
支
計
算

書
で
す
。

市
の
純
資
産
（
正
味
の
資
産
）
が
、
令
和

4
年

度
中
に
ど
の
よ
う
に
増
減
し
た
か
を
示
し
ま
す
。

貸
借
対
照
表
と
は
、
市
の
施
設
、
市
の
所
有
す
る
現
金
や
債
権
、
資
産
形
成
の
た
め
に
投
資
さ
れ
た

資
金
な
ど
が
、
ど
の
く
ら
い
あ
る
か
を
示
し
た
も
の
で
、
資
産
、
負
債
、
純
資
産
の

3
つ
の
要
素
で
構

成
さ
れ
て
い
ま
す
。
表
の
左
右
の
合
計
額
が
等
し
く
な
る
こ
と
か
ら
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
と
も
呼
ば
れ
て

い
ま
す
。

6
5
8

6
6
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2
8
3

2
6
9
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1
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5
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6
0
0

7
0
0

億円

令
和
３
年
度

令
和
４
年
度

資
産
・負

債
の
推
移
(一

般
会
計
等
)

資
産

負
債

2
4
6

2
3
7

0

5
0

1
0
0

1
5
0

2
0
0

2
5
0

3
0
0

3
5
0

4
0
0

億円

令
和
３
年
度

令
和
４
年
度

純
行
政
コ
ス
ト

1



2



3
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l 貸 借 対 照 表

自治体が住民サービスを提供するために保有している財産（資産）と、その資

産をどのような財源(負債・純資産)で賄ってきたかを表示した年度末時点での一

覧表で、資産合計額と負債・純資産合計額が一致し、左右がバランスしている表

であることからバランスシートとも呼ばれます。

令和５年３月 31 日現在における一般会計等の資産総額は 66,319,557 千円で、

前年度と比較して 533,434 千円増加しています。資産増加の主な理由は、物品

の増加・基金の積立による増加によるものです。一方、負債総額は 26,879,542

千円で前年度と比較して 1,369,748 千円減少しました。負債減少の主な理由は、

過去に発行した臨時財政対策債の完済や第三セクター等改革推進債の残高の減

少によるものです。その結果、資産から負債を差し引いた純資産は 39,440,014

（単位：千円）

科目名 R4 増減 科目名 R4 増減

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 61,302,682 △ 299,566   固定負債 24,119,977 △ 1,168,381

    有形固定資産 57,419,328 △ 499,190     地方債 20,862,372 △ 995,396

      事業用資産 39,854,005 △ 260,419     長期未払金 - 0

        土地 18,413,883 △ 87,188     退職手当引当金 2,627,893 △ 172,986

        立木竹 7,396 0     損失補償等引当金 - 0

        建物 20,276,079 △ 150,611     その他 629,711 0

        工作物 1,101,075 △ 64,892   流動負債 2,759,566 △ 201,366

        建設仮勘定 55,572 42,272     １年内償還予定地方債 2,376,512 △ 197,405

      インフラ資産 16,997,696 △ 571,575     未払金 - 0

        土地 5,845,693 0     未払費用 - 0

        建物 78,455 △ 8,487     前受金 - 0

        工作物 11,054,268 △ 563,088     前受収益 - 0

        建設仮勘定 19,280 0     賞与等引当金 319,319 △ 18,246

      物品 567,626 332,802     預り金 63,734 14,284

    無形固定資産 102,712 90,515     その他 - 0

    投資その他の資産 3,780,643 109,109 負債合計 26,879,542 △ 1,369,748

      投資及び出資金 2,613,001 20,688 【純資産の部】

      長期延滞債権 368,617 △ 29,447   固定資産等形成分 64,459,992 893,503

      長期貸付金 923 △ 852   余剰分（不足分） △ 25,019,978 1,009,678

      基金 981,262 120,630

      その他 - 0

      徴収不能引当金 △ 183,160 △ 1,910

  流動資産 5,016,874 832,999

    現金預金 1,797,986 △ 350,537

    未収金 86,057 △ 6,079

    短期貸付金 24 24

    基金 3,157,285 1,193,044

    棚卸資産 - 0

    その他 - 0

    徴収不能引当金 △ 24,479 △ 3,454 純資産合計 39,440,014 1,903,181

資産合計 66,319,557 533,434 負債及び純資産合計 66,319,557 533,434

貸借対照表
（令和5年3月31日現在）
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千円で前年度と比較して 1,903,181 千円増加しています。

資産の中で最も大きな割合を占めるのが、学校や保育所、公共施設などの事業

用資産で総資産の 60.1％を占めています。道路や河川、公園などのインフラ資

産も 25.6％を占めており大きな割合となっています。流動資産の中では、現金

預金や基金が主なものとなっています。

それら資産の取得財源のうち、純資産である 39,440,014 千円は、過去の世代

や国・県の負担ですでに支払いが済んでおり、負債である 26,879,542 千円につ

いては、将来の世代が負担していくことになります。負債の中では、地方債が１

年内償還予定地方債と合わせると、総負債の 86.5％を占めています。

(1)事業用資産 土地、立木竹、建物、工作物などの、インフラ資産及び物品以外の有形固定資産

(2)インフラ資産 道路や河川、公園、システムまたはネットワークの一部であること、性質が特殊

で代替的利用や移動ができない、などの特徴を有する有形固定資産
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l 行 政 コ ス ト 計 算 書

１年間の地方公共団体の行政活動は、人的サービスや給付サービスなど、資産

形成につながらない当該年度の行政サービスが大きな比重を占めています。そ

のため、市が福祉や教育などの行政サービスを提供するためにコストがいくら

かかっているのかを整理したものが行政コスト計算書です。

令和４年度では、経常費用が

24,855,722 千 円 、 経 常 収 益 が

1,206,150千円で臨時損益を差引く

と、純行政コストは 23,649,622 千

円となりました。経常費用の内訳を

みると人件費が 21.1％、物件費等

が 24.3％、移転費用が 52.9％、そ

の他の業務費用が1.7％となってい

（単位：千円）

増減

△ 651,100

△ 76,573

△ 114,997

△ 163,469

201,894

△ 574,478

349,145

△ 6,788

355,933

△ 1,000,195

163,749

65,904

65,904

△ 902,352

行政コスト計算書
自　令和4年4月　1日
至　令和5年3月31日

科目名 金額

  経常費用 24,855,722

    業務費用 11,713,061

      人件費 5,235,333

      物件費等 6,046,006

      その他の業務費用 431,723

    移転費用 13,142,711

  経常収益 1,206,150

    使用料及び手数料 290,054

    その他 916,096

純経常行政コスト 23,649,622

  臨時損失 171,704

  臨時利益 83,067

    資産売却益 83,067

純行政コスト 23,738,258

人件費

21.1％

その他費用 1.7％

移転費用

52.9％
物件費等

24.3％
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ます。

移転費用に関して、新型コロナウイルス感染症関連の費用が減少したことに

より昨年度に比べて、約６億円ほど減少しています。

〇費用：行政サービスの提供のために費やしたもの

(1)人件費 職員給与や議員報酬、退職手当引当金繰入等、賞与引当金繰入等

(2)物件費等 備品購入費や消耗品費、委託料、施設の維持補修などの経費、減価償却費等

(3)その他の費用 支払利息や徴収不能引当金繰入など

(4)移転費用 生活保護費などの社会保障給付や補助金等、他会計への繰出

〇収益：直接サービス提供により住民等がその対価として支払い、自治体が得られるもの
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l 純 資 産 変 動 計 算 書

貸借対照表の純資産の部に計上されている各数値が１年間でどのように変動

したかを財源、資産評価差額、無償所管換等、その他に区分して表示したものが

純資産変動計算書です。

令和４年度では、本年度純資産変動額が 1,903,182 千円となっています。純

行政コスト 23,738,258 千円に対し、財源である税収等や国県等補助金は

25,630,095 千円となっており、発生したコストの財源を税収等で確保すること

ができ、本年度末純資産は増加しました。

固定資産等形成分とは、資産形成のために充当した資源の蓄積をいい、原則

として固定資産等の形態で保有されています。また、余剰分（不足分）とは、

消費可能な資源をいい、原則として金銭形態で保有されます。

具体的には、固定資産等形成分は、貸借対照表のうち固定資産及び流動資産

の基金、短期貸付金の合計で構成されており、令和４年度は 893,503 千円増加

し、64,459,992 千円となりました。

これは、物品・基金の積立に係る資産の増加分が保有する固定資産の減価償

却を上回ったことが主な要因です。

（単位：千円） （単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 37,536,833 63,566,489 △ 26,029,656

  純行政コスト（△） -23,738,258 -23,738,258

  財源 25,630,095 25,630,095

    税収等 17,450,944 17,450,944

    国県等補助金 8,179,150 8,179,150

  本年度差額 1,891,836 1,891,836

  固定資産等の変動（内部変動） △ 11,363 870,795 △ 882,158

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 22,709 22,709

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 1,903,182 893,503 1,009,678

本年度末純資産残高 39,440,014 64,459,992 △ 25,019,978

純資産変動計算書
自　令和4年4月 1日
至　令和5年3月31日
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l 資 金 収 支 計 算 書

市の支出（歳出）をその性質に応じて業務活動収支、投資活動収支、財務活動

収支の 3つに区分し、それに対応する財源を収入（歳入）として表示し、その会

計年度の収支の実態を反映させた財務書類が資金収支計算書です。

令和４年度は、業務活動収支は 2,931,818 千円のプラス、投資活動収支は

2,103,839千円のマイナス、財務活動収支は 1,192,800千円のマイナスとなり、

本年度末資金残高は 1,734,252千円となりました。そこに、歳計外現金 63,734

千円を加えて、本年度末現金預金残高は 1,797,986千円となっています。

（単位：千円）

増減

△ 414,406

△ 568,209

3,523

△ 5,552

△ 162,878

△ 1,054,669

△ 310,597

744,072

△ 75,829

△ 1,833,293

△ 1,757,464

△ 1,176,269

811,449

△ 364,821

△ 9,850

24,134

14,284

△ 350,537

資金収支計算書
自　令和4年4月　1日
至　令和5年3月31日

科目名 R4

【業務活動収支】

  業務支出 23,122,416

  業務収入 26,065,712

  臨時支出 11,478

  臨時収入 -

業務活動収支 2,931,818

【投資活動収支】

  投資活動支出 3,312,716

  投資活動収入 1,208,877

投資活動収支 △ 2,103,839

【財務活動収支】

  財務活動支出 2,573,806

  財務活動収入 1,381,006

財務活動収支 △ 1,192,800

本年度資金収支額 △ 364,821

前年度末資金残高 2,099,073

本年度末資金残高 1,734,252

前年度末歳計外現金残高 49,450

本年度歳計外現金増減額 14,284

本年度末歳計外現金残高 63,734

本年度末現金預金残高 1,797,986
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通常の業務活動において赤字を出さずに、投資に資金を投じ、また、新たな地

方債の発行を抑制し、過去の借入れの償還にウェイトをおいていることから堅

調な財政運営を行っていると考えられます。

業務活動については、行政コスト計算書の業務費用の部分で説明したとおり、

新型コロナウイルス感染症関連等の費用が減少しております。

(1)業務活動収支の部

人件費、物件費、社会保障給付（扶助費）など、市政を運営する上で、毎年度経常的・継続的に収入・

支出されるもの

(2)投資活動収支の部

投資及び出資金、貸付金、基金への積立金、有形固定資産形成のための支出及びその財源

(3)財務活動収支の部

地方債（元金）の償還額などの経費及びその財源
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l 財 務 分 析

（１）社会資本形成の世代間負担比率（将来世代負担比率）

社会資本の整備の結果を示す有形固定資産（事業用資産、インフラ資産、

物品）に対する地方債の割合です。この割合が大きいと、将来世代への負

担が大きいことを意味します。割合が低いほど将来の世代の負担が軽い

ことを示します。

〔計算式〕

将来世代負担比率(％）＝ 地方債残高 ÷ 有形固定資産 × 100

（２）有形固定資産の行政目的別割合

貸借対照表に計上された有形固定資産の行政目的別割合を見ることに

より、行政分野ごとの公共資産形成の比重を把握することができます。

(単位：千円)

項　目 令和3年度 令和4年度

有形固定資産　（A） 57,918,518 57,419,328

地方債残高　　（B） 24,431,685 23,238,884

将来世代負担比率　　（B）/（A） 42.18% 40.47%

有形固定資産額 割合 有形固定資産額 割合

生活インフラ・国土保全 24,369,000 42.1% 23,717,315 41.3%

教育 21,017,595 36.3% 21,349,612 37.2%

福祉 3,347,885 5.9% 3,237,737 5.6%

環境衛生 3,112,249 5.4% 3,345,770 5.8%

産業振興 970,069 1.8% 921,000 1.6%

消防 88,806 0.2% 68,454 0.1%

総務 5,012,914 8.7% 4,779,438 8.3%

合計 57,918,518 100.0% 57,419,328 100.0%

(単位：千円)

令和3年度 令和4年度
行政目的
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（３）純資産比率

純資産比率は、資産合計に対する純資産合計の割合です。この数値が大

きいと、現役世代が築いた資産の割合が大きいことになり、将来世代への

負担が小さくなります。逆に比率が小さいと将来世代の負担が上がり、負

債を先送りしたことになります。

〔計算式〕

純資産比率(％）＝ 純資産合計 ÷ 資産合計 × 100

（４）有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率）

取得した資産のうち償却資産（建物、工作物、物品等）が耐用年数に対

し、どの程度経過しているのかを見ることができます。有形固定資産減価

償却率（資産老朽化比率）が高いということは、その資産が耐用年数をほ

とんど経過している（老朽化している）ことを示しており、更新投資が必

要となることを表しています。

〔計算式〕

有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率）（％）＝ 減価償却累計額 ÷ 取得価額 × 100

(単位：千円)

項　目 令和3年度 令和4年度

純資産合計　（A） 37,536,833 39,440,014

資産合計　（B） 65,786,123 66,319,557

純資産比率（A）/（B） 57.06% 59.47%

(単位：千円)

取得価額 減価償却累計額 取得価額 減価償却累計額

建物 58,396,473 37,882,841 58,680,260 38,325,726

工作物 42,053,874 29,270,551 42,246,555 30,091,212

物品 839,689 604,865 1,219,016 651,390

合計 101,290,036 67,758,257 102,145,831 69,068,328 

有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率）

令和3年度 令和4年度

66.90% 67.62%

項　目
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（５）債務償還可能年数

自治体の抱えている地方債を、経常的に確保できる資金で返済した場

合に何年で返済できるかを表す指標で、債務返済能力を測る指標です。

〔計算式〕

※１ 将来負担額及び充当可能基金残高については、地方公共団体財政健全化法上の将

来負担比率の算定式による。

※２ 業務収入等とは、「資金収支計算書における業務収入＋減収補填債特例分発行額＋

臨時財政対策債発行可能額」とする。

（６）受益者負担比率

行政サービスの提供に対する受益者負担の割合を表すもので、受益者

が負担しない部分については、市税等で賄うことになります。したがって、

受益者負担比率が他の団体に比べて低い場合には、使用料・手数料や分担

金・負担金などの水準を見直すことも検討する必要があります。

〔計算式〕

受益者負担比率（％）＝ 経常収益 ÷ 経常費用

　（単位：千円）

項　目 令和3年度 令和4年度

将来負担額 35,066,480 32,529,549

充当可能基金残高 3,364,773 4,913,984

業務収入 26,633,921 26,065,712

減収補填債特例分発行額 - -

臨時財政対策債発行可能額 961,599 274,806

業務収入等 27,595,520 26,340,518

業務支出 23,536,822 23,122,416

地方債の償還可能年数（年） 7.81 8.58 

債務償還可能年数 ＝
将来負担額(※1) ― 充当可能基金残高(※1）

業務収入等(※2） ― 業務支出
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(単位：千円)

令和3年度 令和4年度

総額 総額

25,506,822 24,855,772

857,005 1,206,150

24,649,817 23,649,622

3.36% 4.85%

経常費用　A

経常収益　B

純経常行政コスト（A－B）

受益者負担率（B／A）

項　目
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l 市 民 1 人 当 た り の 財 務 書 類

貸借対照表や行政コスト計算書のみでは、団体の人口規模等により、単純な比

較が困難ですが、貸借対照表や行政コスト計算書の各項目の金額を住民１人当

たりで算出することで、他団体と比較がしやすくなります。また住民の皆さんに

とって身近に感じていただけます。

＊ 令和 5年 3月 31 日時点の住民基本台帳人口：61,448 人に基づいて計算しています。

・市民１人当たり一般会計等貸借対照表

平均的な値としては、市民１人当たりの資産額が、100 万円から 300 万円の

間、負債額が 10 万円から 50 万円の間となっています。

・市民１人当たり一般会計等行政コスト計算書

市民１人当たりの経常行政コストの平均的な値は、20万円から 50万円の間となって

います。

(単位:円)

【負債の部】
科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】
固定資産 997,635 固定負債 392,527

流動負債 44,909
流動資産 81,644 負債合計 437,436

【純資産の部】
純資産合計 641,843

資産合計 1,079,279 1,079,279

（単位:円）

金額

経常費用 404,501

業務費用 190,617

人件費 85,199

物件費等 98,392

その他の業務費用 7,026

移転費用 213,883

経常収益 19,629

使用料及び手数料 4,720

その他 14,908

純経常行政コスト 384,872

臨時損失 2,794

臨時利益 1,352

純行政コスト 386,314

科目名
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【様式第1号】

（単位：千円）

科目 金額 科目 金額
【資産の部】 【負債の部】
  固定資産 61,302,682   固定負債 24,119,977
    有形固定資産 57,419,328     地方債 20,862,372
      事業用資産 39,854,005     長期未払金 -
        土地 18,413,883     退職手当引当金 2,627,893
        立木竹 7,396     損失補償等引当金 -
        建物 58,544,971     その他 629,711
        建物減価償却累計額 -38,268,892   流動負債 2,759,566
        工作物 1,763,239     １年内償還予定地方債 2,376,512
        工作物減価償却累計額 -662,164     未払金 -
        船舶 -     未払費用 -
        船舶減価償却累計額 -     前受金 -
        浮標等 -     前受収益 -
        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 319,319
        航空機 -     預り金 63,734
        航空機減価償却累計額 -     その他 -
        その他 - 負債合計 26,879,542
        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
        建設仮勘定 55,572   固定資産等形成分 64,459,992
      インフラ資産 16,997,696   余剰分（不足分） -25,019,978
        土地 5,845,693
        建物 135,289
        建物減価償却累計額 -56,834
        工作物 40,483,316
        工作物減価償却累計額 -29,429,048
        その他 -
        その他減価償却累計額 -
        建設仮勘定 19,280
      物品 1,219,016
      物品減価償却累計額 -651,390
    無形固定資産 102,712
      ソフトウェア 100,315
      その他 2,397
    投資その他の資産 3,780,643
      投資及び出資金 2,613,001
        有価証券 -
        出資金 2,613,001
        その他 -
      投資損失引当金 -
      長期延滞債権 368,617
      長期貸付金 923
      基金 981,262
        減債基金 -
        その他 981,262
      その他 -
      徴収不能引当金 -183,160
  流動資産 5,016,874
    現金預金 1,797,986
    未収金 86,057
    短期貸付金 24
    基金 3,157,285
      財政調整基金 2,451,407
      減債基金 705,879
    棚卸資産 -
    その他 -
    徴収不能引当金 -24,479 純資産合計 39,440,014
資産合計 66,319,557 負債及び純資産合計 66,319,557

貸借対照表
（令和5年3月31日現在）
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【様式第2号】

（単位：千円）

行政コスト計算書
自　令和4年4月1日
至　令和5年3月31日

科目 金額

  経常費用 24,855,772

    業務費用 11,713,061

      人件費 5,235,333

        職員給与費 4,221,203

        賞与等引当金繰入額 319,319

        退職手当引当金繰入額 223,512

        その他 471,299

      物件費等 6,046,006

        物件費 4,000,321

        維持補修費 156,886

        減価償却費 1,888,799

        その他 -

      その他の業務費用 431,723

        支払利息 80,817

        徴収不能引当金繰入額 34,303

        その他 316,603

    移転費用 13,142,711

      補助金等 5,025,650

      社会保障給付 5,031,979

      他会計への繰出金 3,060,797

      その他 24,285

  経常収益 1,206,150

    使用料及び手数料 290,054

    その他 916,096

純経常行政コスト 23,649,622

  臨時損失 171,704

    災害復旧事業費 11,478

    資産除売却損 160,226

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

  臨時利益 83,067

    資産売却益 83,067

    その他 -

純行政コスト 23,738,258
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【様式第3号】

（単位：千円）

固定資産
等形成分

余剰分
(不足分)

前年度末純資産残高 37,536,833 63,566,489 -26,029,656

  純行政コスト（△） -23,738,258 -23,738,258

  財源 25,630,095 25,630,095

    税収等 17,450,944 17,450,944

    国県等補助金 8,179,150 8,179,150

  本年度差額 1,891,836 1,891,836

  固定資産等の変動（内部変動） 870,795 -882,158

    有形固定資産等の増加 3,123,093 -3,123,093

    有形固定資産等の減少 -3,554,477 3,554,477

    貸付金・基金等の増加 2,173,264 -2,171,149

    貸付金・基金等の減少 -871,085 857,607

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 22,709 22,709

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 1,903,182 893,503 1,009,678

本年度末純資産残高 39,440,014 64,459,992 -25,019,978

純資産変動計算書
自　令和4年4月1日
至　令和5年3月31日

科目 合計
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【様式第4号】

（単位：千円）

資金収支計算書
自　令和4年4月1日
至　令和5年3月31日

科目 金額
【業務活動収支】
  業務支出 23,122,416
    業務費用支出 9,979,706
      人件費支出 5,426,565
      物件費等支出 4,168,882
      支払利息支出 80,817
      その他の支出 303,442
    移転費用支出 13,142,711
      補助金等支出 5,025,650
      社会保障給付支出 5,031,979
      他会計への繰出支出 3,060,797
      その他の支出 24,285
  業務収入 26,065,712
    税収等収入 17,451,362
    国県等補助金収入 7,418,471
    使用料及び手数料収入 289,137
    その他の収入 906,741
  臨時支出 11,478
    災害復旧事業費支出 11,478
    その他の支出 -
  臨時収入 -
業務活動収支 2,931,818
【投資活動収支】
  投資活動支出 3,312,716
    公共施設等整備費支出 1,690,005
    基金積立金支出 1,599,986
    投資及び出資金支出 20,688
    貸付金支出 2,036
    その他の支出 -
  投資活動収入 1,208,877
    国県等補助金収入 760,679
    基金取崩収入 286,311
    貸付金元金回収収入 2,012
    資産売却収入 159,875
    その他の収入 -
投資活動収支 -2,103,839
【財務活動収支】
  財務活動支出 2,573,806
    地方債償還支出 2,573,806
    その他の支出 -
  財務活動収入 1,381,006
    地方債発行収入 1,381,006
    その他の収入 -
財務活動収支 -1,192,800
本年度資金収支額 -364,821
前年度末資金残高 2,099,073
本年度末資金残高 1,734,252

前年度末歳計外現金残高 49,450
本年度歳計外現金増減額 14,284
本年度末歳計外現金残高 63,734
本年度末現金預金残高 1,797,986
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重要な会計方針

          

          １．有形固定資産等の評価基準及び評価方法

　　開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得価額とし、取得価額が不明なものは原則として再調達価額としています。

　　ただし、開始後については、原則として取得価額とし再調達は行わないこととしています。

   　　また、物品については原則として取得価額または見積価格が50万円（美術品・骨董品は300万円）以上の場合に計上しています。

          ２．有価証券等の評価基準及び評価方法

 　　①出資金のうち、市場価格があるもの

　　　　会計年度末における市場価格をもって貸借対照表価額としています。

 　　②出資金のうち、市場価格がないもの

        　　　　出資金額をもって貸借対照表価額としています。

　　　　ただし、市場価格のないものについて、出資先の財政状態の悪化により出資金の価値が著しく低下した場合には、相当の減額を行うこととしてい

　　　　ます。

         　　　　なお、出資金の価値の低下割合が30%以上である場合には、「著しく低下したとき」に該当するものとしています。

          ３．有形固定資産等の減価償却の方法

         　　①有形固定資産（事業用資産、インフラ資産） 

         　　　　定額法を採用しています。

         　　②無形固定資産

         　　　　定額法を採用しています。

          

          ４．引当金の計上基準及び算定方法

          　　①徴収不能引当金

       　　　　過去5年間の平均不納欠損率により、または個別に回収可能性を検討し計上しています。

          　　②賞与等引当金

  　　　　翌年度6月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の支給対象期間の割合を乗じた額を計上しています。

          　　③退職手当引当金

      　　　　地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る負担見込額算定方法に従っています。

 　　④損失補償等引当金

         　　　　地方公共団体財政健全化法における損失補償債務等に係る一般会計等負担見込額算定方法に従っています。 

５．リース取引の処理方法

　　　　ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を行っています（少額リース資産及び短期のリース取引には

         　　　　簡便的な取扱いをし、通常の賃貸借に係る方法に準じて会計処理を行っています。）。

          ６．資金収支計算書における資金の範囲

     　　　　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3ヶ月以内の短期投資等）を資金の範囲としています。

         　　　　このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引により発生する資金の受払いも含んでいます。

          ７．その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

 　　　　消費税等の会計処理は、税込方式としています。 

重要な会計方針の変更

　　　　該当する変更はありません。

重要な後発事象

　　　　該当する事象はありません。

偶発債務

　　　　該当する債務はありません。

追加情報

         

         ①対象範囲（対象とする会計）　

        　　　　一般会計、土地区画整理事業特別会計　

         

②一般会計等と普通会計の対象範囲等の差異　

        　　　　一般会計等から、土地区画整理事業特別会計の中の保留地処分金分を除いた部分を普通会計としています。

         ③出納整理期間について

　　　　財務書類の作成基準日は、会計年度末（3月31日）ですが、出納整理期間中の現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数として

        　　　　います。

        　　　　（根拠条文：地方自治法第235 条の 5「普通地方公共団体の出納は、翌年度の5月31日をもって閉鎖する。」）

         ④表示単位未満の金額は四捨五入することとしているため、合計等の金額が一致しない場合があります。

         ⑤地方公共団体財政健全化法における健全化判断比率の状況

　　　　実質赤字比率　　　　　－　

　　　　連結実質赤字比率　　　－

　　　　実質公債費比率　　　10.0%

    　　　　将来負担比率　　　　32.5%

         ⑥利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額　

        　　　　7,828千円

         

⑦繰越事業に係る将来の支出予定額

       　　　　繰越明許費        459,199千円

         

         ⑧基準変更による影響額等（主なもの）

        　　　　基準変更による影響額等はありません。

         

         ⑨売却可能資産に係る資産科目別の金額　

        　　　　土地 54,217,058円    建物 133,147,173円  　工作物 26,241,146円

         

         ⑩減債基金に係る積立不足の有無及び不足額

        　　　　積立不足はありません。

         

         ⑪基金借入金（繰替運用）の内容

 　　　　　 期間　　　　　　　　　         　繰替使用額　　　　　　　　　　（千円）

 　　　　財政調整基金　　　　　　令和４年10月26日～令和４年11月10日　　　 300,000

⑫地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含まれることが見込まれる金額

       　　　　20,513,564千円

         

⑬将来負担に関する情報（地方公共団体財政健全化法における将来負担比率の算定要素）

         　イ．一般会計等に係る地方債の現在高 23,238,885千円

         　ロ．債務負担行為に基づく支出予定額 なし

　ハ．一般会計等以外の特別会計に係る地方債の償還に充てるための一般会計等からの繰入見込額 6,217,314千円

         　ニ．組合等が起こした地方債の償還に係る負担見込額 445,457千円

         　ホ．退職手当支給予定額に係る一般会計等負担見込額 2,627,893千円

         　ヘ．設立法人の負債の額等に係る一般会計等負担見込額 なし

         　ト．連結実質赤字額 なし

         　チ．組合等の連結実質赤字額に係る一般会計等負担見込額 なし

         　リ．地方債の償還額等に充当可能な基金 4,913,984千円

         　ヌ．地方債の償還額等に充当可能な特定の歳入 2,861,382千円

　ル．地方債の償還等に要する経費として基準財政需要額に算入されることが見込まれる額 20,513,564千円

         ⑭一時借入金

        　　　　一時借入金の増減は含まれていません。

　　　　　　一時借入金の限度額　　　3,000,000千円

    　　　　　　一時借入金に係る利子額　　　　  0千円

         ⑮重要な非資金取引

       　減価償却費　　　1,888,799千円

        　賞与等引当金　　 △18,246千円

      　退職手当引当金　△172,986千円

　徴収不能引当金　 △19,115千円

注　記





一般会計等財務書類 （令和４年度決算）

〔統一的な基準〕

天理市総務部財政課

0743-63-1001 内線 413・425

http://www.city.tenri.nara.jp/kakuka/

soumubu/zaiseika/index.html


